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10．地域・職域連携推進協議会等の推進要因の検討 

～先進事例の聞き取り調査の検討から～ 
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研究要旨 

目的：地域・職域連携推進事業及び地域・職域連携推進協議会の活性化の要因を検討すること

を目的とした。 

方法：平成 29 年 9 月に実施した都道府県、保健所設置市、二次医療圏保健所の質問紙調査に

おいて、目的・目標、評価結果等が明確に記載されており、前年度の活動が次年度につながっ

ていると思われる協議会や、他地域から推薦のあった協議会をリストアップし、研究分担者・

研究協力者間の協議で 14 協議会等を選定した。そのうち、調査協力の得られた 13 協議会等

より聞き取り調査を行った。調査実施時期は平成 30 年 1 月～3 月であった。 

結果：聞き取り先協議会等で実施していた事業は、特定健診やがん検診の受診率向上、生活習

慣病予防、受動喫煙防止、小規模事業所の健康管理対策、健康経営の推進、自殺予防、糖尿病

の悪化防止等幅広い事業であった。連携事業の推進要因として、協会けんぽからの健康診断情

報等の提供・共同分析、事業の数値目標の明確化、関係機関が抵抗なく取り組める事業の名称

設定（健康経営など）、事務局庁内調整、地域・職域連携推進事業の取り組み組織の構築、都

道府県・保健所・自治体の計画への反映などであった。 

結論：実施されていた連携事業や事業の推進要因は多様であったが、協会けんぽの協力・連携

は強力な推進要因となっていた。自治体の計画に働く人の健康対策を位置付ける、お互いの組

織の利益になるような事業を提案する等、Win・Win の関係性に持っていくことが重要であっ

た。そのためには、特に事務局がそれぞれの組織のミッションを意識した運営を心がけるとと

もに、関係機関が自分の組織でできることを明確にすることが必要であるといえる。 
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F. 研究目的  

本研究班では地域・職域連携推進事業に

関して、都道府県、保健所設置市、二次医療

圏、労働局、労働基準監督署、地域産業保健

センター、都道府県産業保健総合支援セン

ター、全国健康保険協会都道府県支部、都道

府県健康保険組合連合会、商工会議所に質

問紙調査を行ってきた。それらの調査では

事業の目標設定が難しいという状況がある

こと、地域・職域連携協議会の参加者が主体

性を感じにくいこと、自組織・機関に対する

参加のメリットを感じていない等の阻害要

因が上がってきた。しかしながら、質用紙調

査だけでは、阻害要因への対処方法やより

積極的な促進方法などを明確にするには限

界があったため、地域・職域連携事業が活発

に行われている、あるいは PDCA に基づい

て事業が展開されている自治体や協議会

（以下、協議会等）を選択し、聞き取り調査

を行うこととした。 

本調査は地域・職域連携推進事業におけ

る連携事業の具体例とその背景を詳細に把

握することで、地域・職域連携推進事業の推

進要因を検討することを目的とした。 

 

B．研究方法 

１）聞き取り調査対象協議会の選定 

平成 29 年 9 月に実施した都道府県、保健

所設置市、二次医療圏の調査において、地

域・職域連携推進事業の目的・目標、評価結

果が明確に記載されており、前年度の活動

が次年度の活動につながっていると思われ

る協議会をリストアップした。さらに上記

の調査用紙に、「地域保健と職域保健の連携

を効果的に推進するための工夫や，他の地

域での好事例をご存じでしたらその内容お

よび実施主体についてご紹介ください」と

の質問項目を加え、この回答で上がってき

た自治体・協議会をリストアップした。それ

らに加え本研究の分担研究者・研究協力者

から推薦のあった協議会等を加え、45 協議

会等をリストアップした。 

それらの中から、都道府県、保健所設置

市、二次医療圏で偏りのないよう、またで

きるだけ幅広い取り組み内容を取り上げ

るという観点で、研究班会議で聞き取り調

査先を検討した。 

その結果、2 県、4 保健所設置市、8 二

次医療圏域の計 14 か所を抽出した。 

２）聞き取り調査の手順と質問内容 

聞き取りにあたっては研究分担者と研

究協力者等の 2 名以上で各協議会事務局

を訪問し、調査を実施した。 

聞き取り調査の前にインタビューガイ

ドを送付し、関係資料などの提供を求めた。

主な質問項目は地域・職域連携推進事業の

組織的位置づけ、地域・職域連携推進事業

のこれまでの経緯、地域・職域連携推進事

業の予算的措置、主な参加者・機関と役割、

健康課題の明確化の方法・工夫、都道府県

の支援など、重点的に行っている事業につ

いて（目的・ゴール、その事業を取り上げ

た理由・背景、その事業の内容、その事業

の評価指標、事業を実施するうえで工夫し

たこと、事業実施で推進役・推進要因とな

っているもの、事業実施での障害や障壁と

それへの対処したこと、評価の指標と方法、

評価の工夫）、地域・職域連携事業の全般

的な成果、当該地で地域・職域連携事業が

活性化につながる全般的な要因などであ

った。 

インタビューは協力者の許可を得て、録
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音し、テキストに起こした。聞き取り調査

を行った研究者が事業内容や推進要因と

思われるものを聞き取り調査用フォーマ

ットに抽出した。 

さらに、聞き取り調査を経て、地域保健

に精通する研究分担者と、産業保健に精通

する研究分担者で、聞き取り調査の結果を

考察し、地域・職域連携推進事業に関わる

自治体、各関係団体の弱み、強み、今後の

活動を促進させるための方向性を検討し

た（考察部分に記載）。 

聞き取り調査は国際医療福祉大学の倫

理委員会の承認を得て実施した（承認年月

日：平成 29 年 12 月 11 日 承認番号：17-

Io-149）。 

 

C．調査結果 

聞き取り調査の依頼を打診したところ、

13 カ所より協力が得られた。保健所設置市

の 1 か所は担当者の変更に伴う理由で協力

が得られなかった。 

聞き取り調査の結果から主な活動と読み

取れる推進要因を表1-1～1-4 に取りまとめ

た。 

各協議会等が実施している事業をキーワ

ードとして列挙したものを下記に示す。 

壮年期（特に 50 歳代）に向けた健康づく

り、協会けんぽとの連携提携、協会けんぽの

健康づくり事業所宣言への支援、大規模な

事業所調査、事業所へのマイレージ普及、が

ん検診受診率向上に向けた活動、特定健診

受診率向上、各種リーフレット作成、喫煙対

策、食生活の改善、小規模事業所への取り組

み、糖尿病の悪化防止、薬剤師会との連携

（薬局の協力・活用）、健康経営*（健康経営

事業所への支援）、実践報告会、介護・看護

等関連の事業所との交流、商工会議所との

連携事業、商工会議所主催の健康診断の活

用、商工会議所による受診勧奨事業、商業施

設との提携、勤労者の休養・睡眠と生活習慣

病、自殺率の低下を目指したゲートキーパ

ー養成事業、協議会独自の計画策定・指標設

定（中期目標）、協議会による事業所訪問と

優秀事業所表彰などの事業が挙がった。 

 事業の実施プロセスを促進する要因から

キーワードを上げ、列挙したものは下記の

とおりである。協会けんぽからの健康診断

情報等の提供・共同分析、県の特定健診に関

するデータ分析、県の国保医療費のデータ

分析、事業の数値目標の明確化、関係機関が

抵抗なく取り組める事業の名称設定（健康

経営など）、事務局庁内調整、地域・職域連

携推進事業の取り組み組織の構築、都道府

県、保健所、自治体の計画への反映、地域保

健の現状に関するデータの収集と活用（共

通認識、問題意識の醸成等）、数値目標の明

確化、市長のトップダウン、地域のベクトル

と企業のベクトルの方向性をあわせること、

地域と企業の共通の課題と活動利点を見出

すこと、保険者協議会のデータのマップ化、

既存事業の活用、現状把握を丁寧に行うこ

と、関係機関の積極的な関わり（関係機関と

の Win・Win の関係）、大学研究者のサポー

ト、事務局の参加者への丁寧な説明と説得、

社会的に問題となっていることを取り組み

テーマに取り上げる、都道府県の健康増進

計画と関連付けるなどの要因が挙がった。

D．考察 

 聞き取り調査を行った事例では、協会け

んぽからの特定健診の分析結果を受けたり、

健診の共同実施を行ったりしたことが連携

事業や活動を活性化のきっかけになってい



107 

るところが多くあった。協会けんぽの特定

健診の分析結果の提供と国保データの結果

と合わせて、対象自治体の 40～50％をカバ

ーすることができ、地域の働く世代の健康

課題の抽出に役立っていた。さらに協会け

んぽの被扶養者を対象とした集団健診に自

治体のがん検診を共同開催することで、特

定健診とがん検診の受診率を高めるという

Win・Win の関係を築いていた。 

 また、糖尿病の多い医療圏や自殺の多い

医療圏、健康寿命の短い都道府県などは、ま

ずデータを収集して、それを見える化の観

点で加工の工夫をして、協議会の委員に提

示し、医師会、薬剤師会、商工会議所、労働

基準監督署などの問題意識を喚起していた。

問題意識を引き起こすことにより、自組織

で協力できることを考えるという主体的取

り組みに繋がっていた。それが、特定健診の

受診勧奨や糖尿病の悪化防止に向けた活動

という実際のアクションに繋がっていた。

また、地域の健康増進計画、あるいはその行

動計画の中に働く世代の健康づくりに向け

た計画や対策を組み込んでいた。協議会と

して独自に中期的な活動計画を策定すると

ともに、商工会議所や労働基準監督署の協

力を得て事業所に向けた調査を行い、目標 

の達成状況を確認しているところもあった。 

 これらの関係機関に事務局が熱心に経過

報告を行ったり、地域の健康課題を提示す

ることにより、問題意識を共通に持つこと

につながり、自分たちの持っているチャン

ネルを活用してできることとして調査への

協力やイベントの共同開催、事業所訪問や

保健事業を受け入れてくれる事業所の紹介

などにつながっていた。 

 協議会の委員が所属する組織には組織独

自のミッションがあり、そのミッションに

直接的・間接的に産業保健、労働衛生、受診

率の向上、働く世代の健康増進等が関係し

ている。そのため、地域保健で使用する用語

はそれ以外の組織にとってはなじみがなか

ったり、違和感を持つことがある場合があ

る。その際には「健康経営」という用語を使

うことで事業主にアプローチしやすくする

という工夫もしていた。 

 これらの活動プロセスの中で協議会等へ

の参加機関に協力者やリーダが育っていき、

活動に主体性を持つようになっていった。 

 また、聞き取り調査の結果をもとに、分担

研究者によって、地域・職域連携推進協議会

における事務局（都道府県、保健所）及び関

係機関ごとに連携事業の阻害要因と促進要

因、さらに各機関が地域・職域連携を行うこ

とによるメリットを表２にまとめた。さら

に表３には地域・職域連携事業を推進する

ための各セクターが取り組むべき方針案を

研究分担者で取りまとめた。しかしながら、

表 2・3 はあくまで研究分担者の意見であり、

今後機関の意見を確認する必要がある。 

 

E．結論 

 地域・職域連携事業が効果的に運営され

ていると考えられる協議会等の担当者、並

びに関係者に取り組み事業内容や推進要因

などの聞き取り調査を行った。   

 行われている事業は、特定健診やがん検

診の受診率向上、生活習慣病予防、受動喫煙

防止、小規模事業所の健康管理対策、健康経

営の推進、自殺予防、糖尿病の悪化防止等幅

広い事業が行われていた。 

 推進要因は多様であるが、協会けんぽの

協力・連携は強力な推進要因となっていた。
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自治体の計画に働く人の健康対策を位置付

ける、お互いの組織の利益になるような事

業を提案する等、Win・Win の関係性に持

っていくことが重要であった。そのために

は、特に事務局がそれぞれの組織のミッシ

ョンを意識した運営を心がけるとともに、

関係機関が自分の組織でできることを明確

にすることが必要であるといえる。 

 

＊「健康経営」は特定非営利法人健康経営研

究会の登録商標です。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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番号 種類 キーワード事業 主な事業内容 推進要因

3
保健所設

置市C

・ 協 会 け ん ぽ との

連携

・ 健 診 受 診 率 向上

の た め の リ ー フ

レット作成

・ 事 業 主 へ の 働き

かけ（健康経営）

目的：「働く世代が自分自身の身体に関心を持ち、健康行動へ結びつけ

るために」

連携による主な事業

①健診受診率の向上（健診について分かりやすい情報を掲載した「健康

経営  リーフレット」 の作成）

②事業主への理解促進（セミナーの協働開催←協会けんぼとの連携から

スタートした）

③普及啓発の工夫（データや調査分析結果による住民の健康課題の活

用、各機関のチャンネルや広報誌の活用による周知）

④協会けんぽと毎年データの共有をし、5年に1回それらをまとめて公表

することを取り決め。

・自治体の健康増進計画に働く世代の健康づくり、生活習慣

病対策の一環として地域・職域連携を位置付けている

・協議会には保健の部署だけではなくて、産業政策系の部署

も加わっている

・庁内調整したうえで、H25年に「保健・医療・職域連携によ

る生活習慣病対策のしくみづくりについて」を策定し、活動

の目標を設定した

・自治体独自に地域・職域連携推進連絡会を設置した

・根気強く説得して関係団体の協力を得ている

・一貫して中心となる保健師が関わることができた

4
保健所設

置市D

・ 企 業 と 協 定 を結

び 、 が ん 予 防 促進

事業

・ 協 会 け ん ぽ との

連 携 （ が ん 検 診の

同時開催 、 保 健ス

タ ッ フ の 研 修 会、

イベント）

・「がん予防促進連携事業」及び「協会けんぽとの連携事業」では、が

ん検診の受診率が低い(20～30％位)、50％を目標にしているが、目標値

と現状は差が大きい。そのため企業10社と協定を結んで活動をしている

（従業員・系列企業・取引企業へのがん検診の受診勧奨、顧客へのパン

フレット配布他）

・健康寿命延伸アワードを市で設定し、協業も表彰している

・協会けんぽと連携し、定例会議を開催し、お互いの事業について情報

交換。さらに、特定健診、がん検診、歯科健診の受診勧奨、市のがん検

診と協会けんぽの集団健診の同時開催。

・国保と協会けんぽ加入者の医療費データを分析し健康課題の分析

・市長トップダウンの「市健康寿命延伸計画」(アクションプラン)の策定

（H29年3月）し、健康経営を組み込んでいる

・市長が健康づくり、健康データの見える化においてリー

ダーシップを発揮している

・協会けんぽの集団健診と市のがん検診の共同実施では市長の

写真入りの連盟で案内状を出す

・協会けんぽとの連絡会では、複数課および事務職員や保健

専門職も入って行う

・市の保健専門職と協会けんぽの保健専門職が共同で研修会

は行う（CKD研修会等）

5
保健所設

置市E

・協議会独自の計

画策定・指標設定

と定期的調査

・作業部会による

事業所訪問と協議

会で優秀事業所を

表彰

・リーフレット作

成

目標：「働く人の目指す姿」と「目指す姿を実現するための条件」を設

定して、組織的に健康づくりに取り組む事業主を増やす

・平成28年には中小企業訪問を実施。身内のところから事業所の健康づ

くりを広げていく。良い取り組みをしているところを訪問して調べてき

て、これをまたリーフレットにしてみんなに配布した。訪問するのはリ

ストを挙げて作業部会のメンバーが訪問を決めて、訪問をするのも作業

部会が担当

・平成29年度は、協議会の来所を受け入れてくれてい事業所に従業員ア

ンケートを実施させてもらい、それを基に作業部会が、その事業所の訪

問、健康応援壁新聞を作成した。訪問企業の健康経営の内容と健康応援

壁新聞とを検討し、協議会で優秀賞を出している。

・地域産業保健センターに保健所との連携が必要と考える

コーディネータがいた

・業種組合に地域・職域連携事業の重要性とメリットを感じ

ている役員がいた

・平成21年度に『市内中小事業所における健康づくり基盤整

備にかかる第+A9:G12１回実態調査』（以下第１回実態調

査）を行い、市における働く人の『目指す姿』を協議会メン

バー間で共有したこと

・平成21年に「働く人の健康づくり　地域・職域連携推進連

絡会」第１次計画を立てた。第2次計画は平成27年度～平成31

年度

・協議会やワーキングに参加してメリットがあったと感じて

もらう情報や体験などを設けるように事務局が工夫した

表1-２　聞き取り協議会の取り組み事項と委員か読み取った推進要因（保健所設置市）
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番号 種類 キーワード事業 主な事業内容 推進要因

6
二次医療

圏F

・喫煙対策

目的：喫煙率低下（若年者・妊婦も特に）、関連疾患（心筋梗塞や肺が

ん）死亡率（罹患率）を下げることなど。

・保健所管内の調査により、地元の飲食店経営者の喫煙率が約8割、妊婦

の喫煙率が10％と高かったため、医師会なども協力して喫煙対策で研修

会などに取り組みをしたが、労働者の喫煙率も高く、商工会議所、農協

などの協力が得にくかった。

・保健所管轄の4市の調査で受動喫煙の割合が高かったことから、学校の

運動会での禁煙など家族ぐるみの禁煙対策に取り組んでいった。さら

に、市ごとのデータの変化を比較して受動喫煙の減少のデータを出して

みると、施設内禁煙が増加している。

・地域のベクトルと企業のベクトルの方向性を合わせることが

できるキーパーソンが存在した

・保健所職員が職域の見学・訪問し、理解を図った

・地域と職域の双方にメリットがあることがわかりやすく伝え

られた

・アクションプランを立て、各機関・立場から具体的に対応す

る活動をあげてもらい、活動を進めたこと

7
二次医療

圏G

・喫煙対策

・食生活の改善

・喫煙の目標項目は5項目、①成人の喫煙率の減少 ②妊娠中の喫煙をな

くす ③未成年の喫煙をなくす ④受動喫煙対策を実施している機関の

増加(行政機関・医療機関 ) ⑤受動喫煙の機会の減少( 家庭・職場・飲食

店 )

・食生活・栄養の目標項目は、4項目、①肥満者の割合の減少、②バラン

スのとれた食事に気をつけている人の割合の増加、③「食塩摂取量の減

少、野菜果物摂取量の増加」、④「健康づくりに関する活動に取り組

み、自発的に情報発信を行う企業数の増加」

・成果の出ている項目としては、喫煙の①成人の喫煙率の減少である。

平成21年の男性の基準値38.4%は、平成27では29.8%と減少傾向、併せて

⑤の受動喫煙の機会の減少では、家庭や職場が減少傾向である。

・食生活・栄養の①肥満者の割合の減少(県の男性は高くなっているが)ま

た、③の食塩摂取量の減少、野菜果物摂取量の増加については、概ね目

標値に近づいているといえる。

・「全世代型健康づくりの推進」の中にの地域・職域連携推進

協議会を設けている

・保険者協議会では、平成25年頃から、国保も含めた保険者ご

との健診データを集計・マップ化して、住所地別に再集計する

ことにより、加入している保険にかかわらず、住所別に現状が

把握できるようになった。地域の問題の「見える化」をおこ

なっている。

・事業実施のキーパーソン（禁煙支援専門医、健康推進員協議

会委員）の存在。熱意を持って事業を実施

・健康いきいき21の、健康推進プランの目標を達成することを

目的として各種事業を実施

・保健所がリーチしやすい対象（例えば、給食施設届け出施

設）から介入を開始したこと

・結果を圏域全体で共有することでの、地域全体の底上げ（ア

ンケート結果の共有や実態調査結果の共有による事業の波及）

8
二次医療

圏H

・小規模事業所へ

の取り組み

・生活習慣病

取り組みの方向性：10～49人規模の事業所への取組として下記の2点に取

り組んだ

・事業所が従業員へ積極的に生活習慣病対策に取り組む。

・従業員が積極的に生活習慣病対策に取り組む。

主な事業内容

・事業主向け講演会開催

・事業所向け健康支援情報の提供(ポスター等)と関係機関による相談体制

を確立し、10～49人規模の事業所の労使が健康づくり、生活習慣病対

策、職場の安全衛生、産業保健などについて適切な相談先を提示。

・好事例の発信

・他に各関係機関が主体事業又は連携した支援を実施する。

・関係機関が実態を共有し、取組方針を設定して具体的取組を

実施した結果を会議で確認するPDCAサイクルで進めている。

・関係機関へ丁寧に説明し、役割分担を当事者意識を持って進

めてもらえた。

・域産業保健センターがすぐ隣にあり、密に連携する条件が

あった。

・大学の研究者と連携し、事業の進め方について助言を受ける

ことができた。また、事業主向けの講演を担当してもらったほ

か、研究費として財政的な援助を受けることができた。

9
二次医療

圏I

・糖尿病の悪化防

止

・薬局の協力・活

用

目的：糖尿病の重症化予防

・糖尿病の重症化対策について事務局と医師会で検討し、医師会で糖尿

病の診療状況等に関する調査を実施し、糖尿病患者に眼科受診を「勧奨

している割合が61％と低かった。保健所管内の眼科医院数はそれほど多

くはなく、評価などの追跡調査もできるのではないかと考え、糖尿病で

受診している人の眼底検査受診をきっかけとすることとなった。

・市立病院は糖尿病薬処方箋に「定期的な眼科受診勧奨と糖尿病連携手

帳の持参確認」を印字した

・調剤薬局では眼科受診勧奨カードを渡し、自分のHbA1cの値を書いて

眼科受診するように勧奨した。

・調剤薬局側で受診勧奨カード配布数を把握した（評価指標とするた

め）。また眼科側でも受診勧奨カードを持ってきた人を把握した

・眼科定期受診のための啓発ポスター作製した

・事務局側担当者がこれまでも当該地域に糖尿病が多いことを

理解していた

・関係団体を説得できるデータを作成した

・活動の評価指標（受診勧奨カードの配布枚数)の存在

・医師自身が、近隣の糖尿病関連の社会資源（紹介先含め）の

情報を欲していた

・何か地域で役割を果たしたいという薬剤師会の存在

表1-３　聞き取り協議会の取り組み事項と委員か読み取った推進要因（二次医療圏１）
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番号 種類 キーワード事業 主な事業内容 推進要因

10
二次医療

圏J

・健康経営（健康

経営事業所への支

援）

・実践報告会

・介護看護等関連

の事業所との交流

健康経営事業所認定の支援を通じた事業所の意識向上および地域職域保

健活動の一体化を目的とする、ヘルシーカンパニー○○市（ＨＫＢ）大作

戦を実施

１、登録に向けた支援

・データ分析による健康課題の明確化

・健康教育・情報提供

・具体的改善策の提案

２、地域健康課題解決に向けた地域職域連携の推進

・実践報告会開催による課題及び解決策の共有

・介護看護等関連の事業所との交流による課題の明確化

・市町村、地域団体との連携による地域課題としての認識共有

・認定事業所の支援する側への成長促進

３、地域職域連携会議の地域職域連携のプラットホーム化

・事業所間交流・地域とのマッチングを積極的に実施し、性

壮年期の健康づくりが地域共通の健康課題であることの認識

の共有に努めた。

・保健所の体制

健康づくり事業の担当組織が設置されている。（地域保健保

施行以降、健康づくり部門を縮小した都道府県が多数派）

・協会けんぽの協力

市町村単位、事業所単位のデータ分析及び事業の勧奨

・市町村の協力

　事業所訪問等への積極的参加、国保データの分析

・大規模企業の協力

11
二次医療

圏K

・特定健診受診率

向上

・商工会議所によ

る受診勧奨

・商業施設との提

携

目標：特定健診受診率60％を目指した地域・職域が連携した取り組み

具体策：ゴールは特定健診受診率60％を達成すること

１．商業施設での糖尿病イベント協働開催

２．商業施設での糖尿病イベントに市民病院も協働講演会・血糖測定・相

談事業の実施

３．商工会議所会員への受診勧奨活動（問い合わせに対する電話マニュア

ル作成）

４．大型商業施設での糖尿病イベント（＊健康機材による健康チェック

５．商業施設との減塩事業と協働した健康イベント

６．薬剤師会、商工会議所での健診周知

７．健康マイレージ事業での商工会議所･市との啓発

・目標設定の明確化

・医師会（開業医）からの「住民の受診行動」の情報提供や

薬剤師会・歯科医会や商工会による労働者への周知が強力

・協議会の各機関が「連携したいこと・できること」を提示

した独自の連携マニュアルを作成し、名前や顔が見える連携

を重視

・休日に大型商業施設での地元の企業や病院の積極的な事業

開催で、家族連れや若年労働者など参加者が増加し、プロセ

ス評価が良好、良循環へと動いた

・保健所の管轄が2市と少なく、地域的に結束力が強い。保健

所内メンバーの迅速な情報交換･判断が可能なため、事業が推

進しやすい。

・事務局保健所の努力と工夫（保健所長のリーダーシップと

事業に対する理解、議事録を活用した情報共有、保健所担当

者の頻繁な関係機関への訪問）

12
二次医療

圏L

・勤労者の休養・

睡眠と生活習慣病

・商工会議所との

連携事業

・商工会議所主催

の健康診断の活用

勤労世代の疲労回復・能率アップ休養・睡眠と生活習慣病予防

平成27年度目標

①睡眠指針とストレスチェックの知識を共有できる。

②睡眠・休養と健康づくり、生活習慣病予防等の展開方法を検討でき

る。

平成28年度：睡眠休養不足の実態を掴み、対応方法として睡眠保健指導

スキル向上に取り組む。

平成29年度：過重労働による睡眠・休養不足にかかる睡眠保健指導の実

践。

・全国労働衛生週間地区推進大会特別講演、市民講座、商工会議所中小

企業振興委員対象講和、市主催メンタルヘルス研修などでの講演、健康教

育の実施

・チラシの作成と配布：「推進事業の紹介」、「睡眠不足は注意力･作業

能率の低下につながります」「睡眠と休養に関するクイズ」「あなたの睡

眠たりていますか」など

・商工会の健診待ち時間に個別健康教育を実施。

・商工会健診待ち時間に保健所と市が個別健康教育を実施、その帰りに

受診者の許可があった国保の健診提供を受領する。

・健康教育や講演会では、睡眠クイズなどの資料を作成し活用。市町は食

事･運動･骨密度計測などを実施。

・社会的背景から勤労世代の健康課題を把握し、重点的課題

とする。（例えば働き方改革→長時間労働→睡眠と考え平成

27-29は睡眠をテーマとした）

・3ヵ年を1クールとして計画・実施・評価とすると計画的に

継続しやすい。

・労働基準監督署や労働局などの説明会などの事業に前座と

して加えてもらう（隙間活動）。健康課題に関する講演会を挿

入してもらうことによる多数の対象者への啓発ができる

・商工会のニーズである個別健康教育を実施し、その見返り

に国保のデータをもらうなど協力関係によるメリットを実感

できる、楽しい事業だと思ってもらうことも大切

・市町と保健所がそれぞれ強みとする支援（役割分担）がで

きるような課題を選択する。(保健所は睡眠、市町は食･運動

など）

・商工会は婦人部から介入すると女性は健康意識が高いので

入りやすい。

・市町の保健師や協議会のメンバーのスキルアップになるも

のを選択すると、メンバー自身が知識向上を実感できるた

め、労働者や住民に伝えやすい(推進力UP)

13
二次医療

圏M

・自殺予防対策

・ゲートキーパー

養成事業

・県は平均寿命が全国でも低い。健康増進計画の圏域版計画としては喫

煙、肥満、自殺対策を柱にあげている。中でも自殺の死亡率が、県の他

圏と比べても高い状況であるため自殺予防を重点に置き、「明日を生き

る力アップ推進事業」として推進してきた。

・職域ゲートキーパー育成講座の実施（従業員50人未満の小規模事業所

におけるゲートキーパーの育成に取り組む）。実施場所の確保では労働

基準協会、労働基準監督署、ハローワークなどの協力を得て場所を借りて

実施。

・ゲートキーパー研修受講者のフォローアップ研修の開催

・管内の全11高校で「若者に生きる力アップ応援事業」を毎年実施。

・県として国保のレセプトデータを集計・分析して、市町村毎

に詳細に分析をして報告書出しているので、圏域の健康課題を

明らかにしやすい。

・県では健康経営に取り組んでいる事業所の登録事業を推進

している

・別組織ではあるが、県・二次医療圏域の自殺対策ネット

ワーク会議があり地域とか職域の関係者が顔の見える関係を

築いている。

表1-４　聞き取り協議会の取り組み事項と委員か読み取った推進要因（二次医療圏２）
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表２　地域職域連携事業推進についての各種要因

　 阻害要因 促進要因 地域職域連携のメリット

都道府県

健康部門と産業経済部門との認識の共
有化が不十分
国保以外の保険者機能については所管
外の認識

地域保健政策の決定権者
産業振興施策と地域保健施策
の包括
関係機関・団体との連携機能

健康経営企業増加による地
域経済の活性化
青壮年期の健康増進

保健所

地域保健法施行後、健康増進分野は市
町村の間接支援との位置づけ
職域保健への直接的な支援事業の位置
づけが不明確
保険者データが不存在

組織的な保健予防活動のノウハ
ウを有する専門職が配置されて
いる

青壮年期の健康増進
健康なまちづくりの推進

市町村

国民健康保険保健事業の外部委託化
が進行
国保保健事業には職域保健の認識なし
国保以外の保険者の保健事業は所管
外の認識

国保医療費適正化が主要課題
に位置付けられている
勤務先に関わらず住民の健康
増進事業の役割
専門職が配置されている

青壮年期の健康増進
保険介護予算の削減

協会けんぽ

個別に事業所の保険事業を支援するマ
ンパワーが不足している

医療費、特定健診等のデータ蓄
積
同データの分析機能あり
各事業所の特定健診データ、医
療費集計

事業所への個別支援が実
施できる
保険財政の改善を図れる
健康経営への支援強化

健康保険組合

従業員が様々な自治体に在住している
ため、自治体の地域保健事業との連携
が容易でない

医療費・特定健診等のデータ蓄
積、同データの分析機能あり
健康管理について一定のマンパ
ワーと体性を有している

地域保険という異なる手法
の保険事業との連携によ
り、健康管理事業の質向上
につながる

労働局・労働基準
監督署

事業所の保健事業を支援するマンパ
ワーが不足
労働衛生と地域保健の目的が異なる
労働衛生側と地域保健側の重要課題が
必ずしも一致するわけではない
50人未満の事業所の健康診断結果を保
有していない
事業所の健康診断データが性別・年代
別ではなく健康課題の明確化に活用し

事業所規模にかかわらず、事業
者等を監督することを主たる業
務としている

事業所の健康診断受診率
の向上や健康診断結果に
基づく保健指導の向上
メンタルヘルス、受動喫煙な
どを含めた事業所の健康増
進活動の活性化

都道府県産業保
健総合支援セン
ター

活動の主な対象は産業保健スタッフで
あり、労働者を直接の対象としているわ
けではない

産業医・産業保健スタッフに対し
てネットワークを持ち、研修会を
提供している

地域保健の情報や資源に
関する情報を入手し、産業
保健スタッフに提供できる

地域産業保健セ
ンター

業務をマネジメントするコーディネータの
マンパワー不足
コーディネータの産業保健の理解や熱意
に格差がある
対象とする50人未満の事業所をすべて
把握できているわけではない

50人未満の事業所の労働者へ
の産業保健指導等の実施が主
たる業務である
産業医とのネットワークを有して
いる

地域保健の情報や資源に
関する情報を入手し、産業
保健スタッフに提供できる
保健所や市町村との連携で
サービスを補完できる

商工会議所・事業
組合などの事業者
支援機関

加入している事業所に対してのみアプ
ローチが可能である
事業主支援が本来業務であり、保健
サービスの支援は付随的なものである
事業所の保健事業を支援するマンパ
ワーが不足

中小規模事業所の事業者への
アプローチができる立場
健康診断補助などの産業保健
サービスを既に展開している

健康経営の観点から事業者
支援につながる
具体的なサービスを提供
（健康診断受診情報の提
供、広報、健康測定イベント
など）につながる

事業主

従事者の健康増進が直接的に経営改善
に資するという認識がもてない
健康増進を推進するマンパワーが不足
嘱託産業医は個別指導が中心

従業員の健康管理の責務
生産性向上に資する経営改善
策を模索

従業員の福利厚生の向上
生産性の向上
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表３　地域・職域連携事業促進に向けて、各セクターが取り組むべき方針（案）

地域・職域連携健康増進事業を産業経済部門も含めた総合的な政策として位置づける。
産業振興部門での直接的インセンティブを示す施策を策定する。

保健所が事業所へ直接的に支援する事業を実施する。

事業所に対して、従事者個人の健康づくりではなく、データ分析に基づいて事業所の組織
的な健康増進事業の支援を行う。

地域保健関係機関団体等の地域資源を活用するために、事業支援への協力参加を促進す
る。

市町村別、事業所別の保健データ分析を行い、都道府県、保健所、市町村と連携して、そ
の活用を図る。

加入事業所へ健康増進策の推奨を図る。

都道府県健
康保険組合
連合会

特に単一健保では二次医療圏域の健康課題とリンクしやすいため、各健保に地域保健関
係団体の持つ資源の地域資源の活用を勧める。

保健所と協力して、事業所への支援が、最終的には国保財政等への影響も含めて市町村
のメリットとなることを認識し、事業所への直接的支援を業務として行う。

国民健康保険の被用者に対して職域保健の視点から健康づくりの支援策を実施する。

生活習慣病対策、メンタルヘルス対策、受動喫煙対策、疾病を持った労働者の両立支援
等、地域保健側の課題と乗り合うことのメリットと地域・職域連携で実施可能なことを明確に
する。

地域保健との連携事業に関わることにより、地域保健の資源を活用することのメリットをや
必要性を事業者に周知する。

都道府県産
業保健総合
支援セン
ター

研修計画に産業医や産業保健スタッフに地域保健側が持つデータ、情報を提供できる内容
を組み込む。

地域産業保
健センター

地域保健（地域・産業保健連携事業）と連携することにより、小規模事業所に提案できる産
業保健サービスや情報を豊富にする。

地域・職域連携推進協議会の活動を健康経営の視点でとらえて、事業者が実施する具体
的な産業保健サービスを提案する。

地域保健（地域・産業保健連携事業）と事業者の間を取りもつ。

従事者の福利厚生と経営上の効果を両立させる健康づくり対策を実施する。

優良事業所となり、他の事業所を支援することによりより一層の効果を得る。

都道府県

協会けんぽ

市町村

事業者

保健所

商工会議
所・事業組
合などの事
業者支援機
関

労働局・労
働基準監督
署


